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第24期(2015年度)SC経営士一次試験問題 

SC経営戦略 
時間 90分   点数配分 150点 

 

 

 

 

 

 

 

注意事項 
 

１．はじめに、受験番号(4桁)･氏名･ふりがなを記入し、受験番号に該当する番号をマー

クしてください。 
 

２．解答はすべて、解答用紙に記入してください。 
 

３．各問題とも解答のなかから最も適切な番号を選び、解答用紙の解答欄にその番号を

マークしてください。 
 

４．記入は必ず、ＨＢもしくはＢの黒鉛筆またはシャープペンシルで、  のなかを正

確に塗りつぶしてください(ボールペンは不可)。 
 

５．訂正は、プラスチック製消しゴムできれいに消し、消し屑を残さないでください。 
 

６．所定の記入欄以外には記入しないでください。 
 

７．解答用紙は、汚したり、折り曲げたりしないでください。 

 

 

＜記入上の注意＞ 
・マークの仕方  チェック 斜め  短い 細い ハミ出し  薄い 小さい 

［良いマーク］ ［悪いマーク］ 

 

 

 

 

 

 

 
 

✔  
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【第１問】〈配点１０点〉 (解答番号は  １  から １０ ) 

ＳＣ経営戦略策定のプロセスに関する基本知識の記述のうち正しいものには１を、誤っているものに

は２を、解答欄にマークしなさい。 
 

 

 

  １  経営戦略策定プロセスとは、経営理念やビジョンを実行可能なアクション･プランに落とし込

むまでの基本的な流れのことである。 

 

 

  ２  経営環境分析においては、自ＳＣを取り巻く内･外の経営環境を分析する。 

 

 

  ３  外部環境とは、自ＳＣが直接コントロールできるＳＣ外の環境を指す。 

 

 

  ４  内部環境では，自ＳＣがコントロールできない経営資源が分析の対象となり、経営資源や自Ｓ

Ｃの構造上の強みや弱みを把握する。 

 

 

  ５  戦略オプションの立案とは、ＳＣの事業目標に到達するために何通りかの戦略を考え出し、事

業展開の可能性を探ることである。 

 

 

  ６  戦略の選択においては、戦略オプションごとに、予想される結果や必要となる資源、実行の難

易度などを検討し、実行すべき戦略を絞り込む。 

 

 

  ７  戦略策定では、合理性や論理性の発揮が求められ、これに加えて創造性や革新性などの要素も

体現しなくてはならない。 

 

 

  ８  戦略の実行においては、戦略の遂行度合いを示す指標を設定し、どの程度実行されているかを

把握できるようにする。 

また、いくつものアクション･プランが整合性を保ちながら実行できるように、評価･報奨制度、

コミュニケーション、意思決定のルールなども整備する。 

 

 

  ９  戦略のレビューは、期間終了後に結果だけを確認する。 

 

 

 １０ 戦略は、組織や企業風土とは関係ない。戦略は組織の現状によって制約を受けるが、同時に戦

略は組織を変革するものでなくてはならない。 
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【第２問】〈配点１０点〉 (解答番号は １１ から ２０ ) 

次の文章はＳＣの経営戦略のフレームワークに関する事項である。最も関係の深い語句を下記の語群か

ら選び、解答欄にその番号をマークしなさい。 
 

 

 

 １１ 新しいアイデアや考えに「もれ」や「重複」がないかを確認するフレームワーク。 

 

 １２ フィリップ･コトラーが提唱したもので、外部環境において最もマクロな観点で要因分析をす

るためのフレームワーク。 

 

 １３ 外部環境の市場と競合の分析からＫＳＦを見つけ出し、自社の戦略に活かす分析をするフレー

ムワーク。 

 

 １４ 顧客にとっての価値、負担するコスト、利便性、顧客との対話の４つから企業のマーケティン

グ活動を捉えるためのフレームワーク。 

 

 １５ フィリップ･コトラーが提唱した、効果的にマーケティングを行うためのフレームワークで、

計画的な戦略の立案ができる。 

 

 １６ マイケル･E･ポーターが提唱した、業界全体の構造を客観的に分析するフレームワークである。 

 

 １７ 経済価値、希少性、模倣可能性、組織を分析することによって、企業の経営資源が競争優位を

どれだけ持っているのかを把握できる。 

 

 １８ 製品、価格、流通、プロモーションに分類されたツールの最適な組み合わせを求めることによ

って、顧客価値を最大化するという考え方。 

 

 １９ 事業が生み出す将来のキャッシュフローを予測して、それを一定の割引率で割り引いて現在価

値を求める手法。 

 

 ２０ ビジョンと戦略を明確にすることにより、財務数値に表される業績だけではなく、財務以外の

経営状況や経営品質から経営を評価し、バランスのとれた業績の評価を行うための手法。 

 

 

語群 

1. ＰＬＣ 2. ＰＥＳＴ 3. ＣＲＭ 

4. ４Ｃ 5. ４Ｐ 6. ＶＲＩＯ 

7. ３Ｃ 8. ＳＴＰ 9. ＭＢＯ 

10. ＢＳＣ 11. ＭＥＣＥ 12. ＤＣＦ 

13. ＰＤＣＡ 14. ５Ｆ 15. ＢＯＯ 
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【第３問】〈配点１０点〉 (解答番号は ２１ から ２５ ) 

次の文章はＳＣの事業戦略に関する事項である。最も関係の深い語句を下記の語群から選び、解答欄に

その番号をマークしなさい。 
 

 

 

「ＳＷＯＴ分析」は現状分析の整理であるため、「ＳＷＯＴ分析」の結果をこ

の「 ２１ 」により、具体的な戦略案を導き出す。 

 

 外部環境 

「機会」 「脅威」 

内
部
環
境 

「強み」 
戦略 １ 

 ２２  

戦略 ３ 

 ２４  

「弱み」 
戦略 ２ 

 ２３  

戦略 ４ 

 ２５  

 

 

 

語群 

1. 弱点強化戦略 2. ターゲット戦略 3. 積極的攻勢戦略 

4. 防衛策戦略 5. コスト戦略 6. 機能戦略 

7. 差別化戦略 8. 革新戦略 9. ＴＯＷＳマトリックス 

10. ＷＳＴＯマトリックス  
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【第４問】〈配点１０点〉 (解答番号は ２６ から ３５ ) 

次の文章は事業ポートフォリオに関する記述である。正しいものには１を、誤っているものには２を、

解答欄にマークしなさい。 
 

 

 

 ２６ 事業ポートフォリオは、もともと有価証券一覧のことを指す言葉であるが、企業が差別化戦略

を取った際のさまざまな事業群の組み合わせのこと。 

 

 

 ２７ 近年、資本のグローバル化が進展するなかで、企業価値最大化に照らして最適な事業ポートフ

ォリオを構築すべく、多くの企業が事業の選択と集中に取り組んでいる。 

 

 

 ２８ 事業ポートフォリオは、事業ごとの個別決定とポートフォリオ全体の決定の二つのレベル決定

によって構成される。 

 

 

 ２９ 「事業ごとの個別決定」とは、事業の選択と集中のことであり、どの事業に進出し、どの事業

に経営資源を集中すべきかを決定することである。 

 

 

 ３０ 「ポートフォリオ全体の決定」とは、全体の特徴やバランス、方向性を対象にして全体として

どこを目指すか、事業間の関連性をどうするかなどを決定することである。 

 

 

 ３１ キャッシュバランスを見るための有名なフレームワークが、ポーターが提唱する「プロダクト･

ポートフォリオ･マネジメント」(ＰＰＭ)である。 

 

 

 ３２ ＰＰＭでは、横軸に相対的マーケットシェア、縦軸に市場成長率を取って、マトリックスを作

り、事業を「花形事業」「金のなる木」「問題児」「負け犬」の４つの象限に分類する。 

 

 

 ３３ ＰＰＭは、規模の経済性が働く事業における事業戦略の方向性を考える上では、あまり有効で

はないフレームワークである。 

 

 

 ３４ 事業ポートフォリオを最適化するための代表的な手法の一つがＭ＆Ａである。Ｍ＆Ａによって、

他社の経営資源とのシナジー効果により企業価値を拡大させたり、不採算部門からの撤退を短

期間に実施したりすることができる。 

 

 

 ３５ 企業のポートフォリオの決定にあたっては「どの分野に進出するか」といった個々の事業領域

の魅力を検討するが、複数の事業間のシナジーを意識しないことが重要である。 

 

  



- 7 - 

 

【第５問】〈配点１０点〉 (解答番号は ３６ から ４０ ) 

次の文章は経営計画の策定と管理に関する事項である。最も関係の深い語句を下記のそれぞれの語群か

ら選び、解答欄にその番号をマークしなさい。 
 

 

 

経営計画は企業の事業内容や経営状況を振り返り、将来の事業目標の達成のために経営資源(従業

員、 ３６ 、情報、資産)をどう活用するかをとりまとめたもので、ビジョンと経営理念を実現するた

めのプロセスを示すものである。 
 

語群 

３６ 1. 剰余金 2. 資金 3. 取締役 4. 株式 5. 自己資本 

 

 

一般的に「経営計画」とは、企業のあるべき姿と現在の企業の姿のギャップを埋めるため、 ３７ と

戦略目標を明示したものをさす。 

 

語群 

３７ 1. 達成目標 2. 戦術目標 3. 全社目標 4. 数値目標 5. 事業目標 

 

 

経営計画は、大きく「長期計画」「中期計画」 ３８ の３つに分類できる。一般的に長期計画は５～

１０年単位、中期計画は３～５年単位で作成されるが、近年では経営環境の変化が激しいために長期計

画がつくられることが少なくなっている。 

 

語群 

３８ 1. 各種事業計画 2. 実施計画 3. 年度計画 4. 行動計画 5. 総合計画 

 

 

全社目標の達成は個々に細分化されるが、細分化された目標管理の仕組みを十分に機能させるために、

目標管理の仕組みとして ３９ とＫＰＩの設定が考えられる。 

 

語群 

３９ 1. ＫＢＦ 2. ＫＦＳ 3. ＣＰＩ 4. ＫＧＩ 5. ＣＳＦ 

 

 

中期経営計画の実行において多くの場合、目標と実績の乖離が生じる。経営目標と実績の乖離を埋め

るために、 ４０ を効果的にまわす仕組みが必要になる。 

 

語群 

４０ 1. ＢＳＰＧ 2. ＰＤＣＡ 3. ＩＳＢＮ 4. ＯＰＡＣ 5. ＳＴＥＰ 
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【第６問】〈配点１０点〉 (解答番号は ４１ から ４５ ) 

次の文章は地方都市の衰退問題への対応等に関する事項である。最も関係の深い語句を下記の語群から

選び、解答欄にその番号をマークしなさい。 
 

 

 

日本の急激な人口減少により、全国の地方自治体の維持困難性や地方都市の商業地等の地価下落など

の推計が示されている。地価は人口動態の影響を受けるため、人口が減少し特別な付加価値がなければ、

一般的には土地の価値は ４１ ことになる。 

現在、地方自治体は財政健全化に向けて、施設ニーズの変化、公共施設の管理運営コストの最小化と

効果的な運用、公共施設の老朽化対策など公的不動産に対する戦略的な所有･活用の課題を抱えている。 

一方、都市づくりやまちづくりが競争の時代に入った今日、地域特性を生かし、地域価値を高める都

市づくりやまちづくりによって、持続可能な都市の発展をめざすために官民一体となって都市ストック

の向上に取り組んでいくことが重要になっている。 

昨年大阪市は、官民連携した ４２ 活動を促進するために、新たなまちづくりの制度(日本初の

「 ４３ 条例」)を創設した。官民連携による都市再生の推進、大阪市の魅力の向上に資する制度と

して注目されている。また、多くの自治体では、行政からまちづくり団体等への業務委託や２００３年

(平成１５年)に創設された ４４ などにより、公共施設の民間事業者への管理運営業務の委託が行わ

れているところも見受けられるようになった。今後は、ＰＰＰ、 ４５ やコンセッションなどの手法

の選択肢をさらに増やし、ＳＣなどの商業施設と公共施設や周辺施設とを連携させ、利用者の回遊性を

高めることやまちづくり団体等やＳＣなどの商業施設にしかできない公共施設への関わり方を模索す

る必要がある。こうした新たな仕組みを実現することによって、まちづくり団体等やＳＣなどの商業施

設にとっても、自ら管理する公共施設の収益性向上や周辺の公共施設との一体管理による収益源の拡大

や維持向上に繋がる可能性がある。 

 

 

語群 

1. 公民管理者制度 2. ＰＦＩ 3. 施設マネジメント 

4. 保たれる 5. 下がる 6. ＮＯＩ 

7. ＢＩＤ 8. プロジェクトマネジメント 9. ＬＬＰ 

10. ＬＣＣ 11. 上がる 12. 指定管理者制度 

13. エリアマネジメント 14. ＤＥＲ 15. 民間管理者制度 
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【第７問】〈配点１０点〉 (解答番号は ４６ から ５０ ) 

次の文章はＥコマースに関する事項である。最も関係の深い語句を下記の語群から選び、解答欄にその

番号をマークしなさい。 
 

 

 

顧客がオンラインとオフラインを利用して商品を購入するにあたって、４つの基本的パターンがある。

１つは「オンラインtoオンライン」である。２つ目は「オフラインtoオンライン」である。３つ目は「オ

ンラインtoオフライン」、４つ目が「オフラインtoオフライン」である。 ４６ は、実店舗で商品の現

物を確かめ、店頭では買わずにオンラインストアで購入するという購入行動であるが、２０１２年(平

成２４年)初頭頃に小売業界のひとつの脅威として指摘された。 

一方で２０１４年(平成２６年)半ば頃には、ネット上の価格比較サイトを利用した商品の最安値

の事前調査や購入者の口コミを参考にするなど実店舗とオンラインストアの ４７ が少なくなっ

たことにより ４８ という新たな流れが生じてきている。Ｏ２Ｏやオムニチャネルといった流通の仕

組みが整うにつれてオンラインとオフラインの境目が狭まってきたことなどで実店舗が持つ迅速な購

入･入手、あるいは購入体験といった部分が改めて評価されているといった指摘がある。 

こうしたことを背景にして、 ４９ を高めるためにはオンライン、オフライン全てのチャネルを統

合したオムニチャネル戦略の重要性が増してきている。店舗、Ｗｅｂ、モバイル、コールセンターなど

あらゆる販売チャネルを ５０ に統合することによって、顧客がどのような販売チャネルからも同じ

ように商品を購入できる環境を実現しようとしているのである。このような動きに対してＳＣは、売上

歩合の比重が高い賃料を基本とした事業の運営形態の再検討、テナントとの連携関係の強化、リアルな

体験価値の向上、販売促進やイベントのあり方、接客などさまざまな点について見直しが迫られている。 

 

 

語群 

1. 商品差 2. Ｎｅｔルーミング 3. 価格差 

4. ショールーミング 5. 店舗の雰囲気 6. 品質差 

7. ＥＣサイト 8. シームレス 9. ネット通販 

10. 顧客満足 11. オークションサイト 12. 無店舗販売 

13. スマホ･ルーミング 14. 接客態度 15. Ｗｅｂルーミング 
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【第８問】〈配点１０点〉 (解答番号は ５１ から ５５ ) 

次の文章は小売り事業者などの海外進出に関する事項である。最も関係の深い語句を下記の語群から選

び、解答欄にその番号をマークしなさい。 
 

 

 

我が国の外食産業は、 ５１ 年の市場規模約３２．９兆円をピークに２０１０年(平成２２年)には

３兆円以上減少し、２９．４兆円にまで縮小している。２０１０年(平成２２年)度には中国とほぼ同じ

約３０兆円規模であるが、今後のアジア市場での成長は大きいものと考えられる。 

また、国内の小売総額は１９９０年代後半にピークを迎え、少子高齢化の進展に伴い、成長は頭打ち

となっている。１９９０年代半ばより、百貨店、ＧＭＳ，コンビニエンスストアなどによる先進ＡＳＥ

ＡＮなどアジアへの進出が行われたが、２０００年代に入ってカルフールやウォルマートなど欧米勢に

よる急速なアジア進出により、日本の小売勢は厳しい競争を強いられた。近年では、アジアをはじめと

する新興国において、 ５２ 人口が拡大し、急速に都市化が進むにつれて、再び、百貨店、スーパー、

コンビニエンスストア、専門店、モール型の商業施設など小売業の進出が活発化している。海外事業進

出における課題は、各国･各都市で事業環境が大きく異なるため、エリア、セクター、既存物件か開発案

件かなどの選択について ５３ 戦略が求められることである。また、パートナー企業の選択、事業

形態も重要である。 ５４ を抑える戦略として、東南アジア市場で一日の長があり、既に馴染みのあ

るシンガポール企業や香港企業とパートナーシップを築き、海外企業連合として東南アジアに進出する

形態も多い。日本企業が主導権を握ることは難しい状況であるが、一部の日本企業では、単独資本での

事業展開や現地パートナー企業をリードする形での事業展開もでてきている。 

小規模店からモールや量販店へ販路がシフトする動きが加速し、日系の消費財メーカーにとっても大

きなビジネスチャンスがある。一方で、アジアには小売業に対する ５５ 規制が厳しい国も多く、参

入には各国の規制に配慮した工夫が求められる。 

 

 

語群 

1. １９９０ 2. 外資 3. ２００５ 

4. 個別 5. 差別化 6. 高額所得層 

7. 開発 8. 中間層 9. 進出 

10. 多角化 11. リスク 12. 総合 

13. 富裕層 14. 課税 15. １９９８ 
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【第９問】〈配点１０点〉 (解答番号は ５６ から ６０ ) 

次の文章はＳＣ白書に基づいたＳＣの概況に関する事項である。最も関係の深い語句を下記の語群から

選び、解答欄にその番号をマークしなさい。 
 

 

 

２０１４年(平成２６年)末現在で日本の総ＳＣ数は ５６ となった。新規開業のＳＣ数は、百貨店

の ５７ やコンバージョンなどを含めて５７であり、閉鎖ＳＣ数が２２であったことから２０１３年

(平成２５年)末から３５の純増となった。新規開業ＳＣ数は、他の大型店に比べ活発な動きを見せる一

方、閉鎖したＳＣ数は、２０１２年(平成２４年)には２０ＳＣ、２０１３年(平成２５年)には２７ＳＣ

が閉鎖しており、ＳＣの新旧交代が始まっている。 

２０１４年(平成２６年)のＳＣの総売上高（推計）は ５８ 億円であり、同時期の商業動態統計の

小売業の販売額が ５９ 億円であることから、ＳＣの総売上高が小売業の販売額に占める割合は、約

２１．１％となっている。これを２００４年(平成１６年)末と比較してみると２００４年(平成１６年)

末のＳＣ数は２，６６０、総売上高（推計）は ６０ 億円、小売業の販売額に占める割合は２０．６％

であった。この１０年間でＳＣ数は１９．１％増、総売上高（推計）で１２．７％増となっている。 

また、２００４年(平成１６年)のＳＣの店舗総面積は４１，４３４，６５５㎡であったため、２０１

４年(平成２６年)にはＳＣの店舗総面積は２０，１％増加したが、２００４年(平成１６年)に比べ床効

率（月額坪当たり売上高）を単純平均で見ると２０１４年(平成２６年)には６．３％減少している。す

でに迎えている人口減少社会下にあっては、ＳＣの生産性を見る指標として、床効率だけではなく資金

効率、人的効率、時間効率などの多角的な指標作成の検討が望まれる。 

 

 

語群 

1. ２４兆８，９７０ 2. ３，１６９ 3. ２９兆７，３８５ 

4. １４１兆２，１９０ 5. ２７兆６，６２５ 6. ３，０９６ 

7. ３，１３４ 8. 大型化 9. １１４兆８，５２０ 

10. ＥＣ化 11. １３５兆５，２５０ 12. ２５兆４，５６０ 

13. ２８兆９，８７５ 14. ２６兆３，８２６ 15. ＳＣ化 
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【第１０問】〈配点１０点〉 (解答番号は ６１ から ６５ ) 

次の文章は我が国のコーポレートガバナンスに関する事項である。最も関係の深い語句を下記の語群か

ら選び、解答欄にその番号をマークしなさい。 
 

 

 

日本企業の「稼ぐ力」を強め、収益力を高めるためには、日本企業のコーポレートガバナンスの強化

による ６１ が必要だという考え方に立ち、ガバナンス強化が進んだ。２０１４年(平成２６年)２月

には、「日本版スチュワードシップ･コード」が策定・公表され、実施に移されている。また、２０１４

年(平成２６年)６月には、会社法改正案が可決・成立し、 ６２ を選任しない場合における説明義務

に関する規定などが盛り込まれ、さらに２０１５年(平成２７年)３月５日金融庁と東京証券取引所によ

り、コーポレートガバナンス･コード原案が取りまとめられ、６月１日から実施された。 

スチュワードシップ･コードは、機関投資家が、顧客･受益者と投資先企業の双方を視野に入れ、「責任

ある機関投資家」として投資先企業との目的を持った ６３ などを通じて、企業に対して企業価値の

向上や持続的成長を促すことによって、顧客･受益者の中長期的な ６４ の拡大を図る責任について

の諸原則を定めたものである。 

また、コーポレートガバナンス･コードでは、「コーポレートガバナンス」を「会社が、株主をはじめ

顧客･従業員･地域社会等の立場を踏まえた上で、透明･公正かつ迅速･果断な意思決定を行うための仕組

み」と定義し、経営の基本方針や業務執行に関する意思決定を行う ６５ が、経営陣による執行を適

切に監督しつつ、適切なガバナンス機能を発揮することにより、企業価値の向上を図る責務を定めてい

る。スチュワードシップ･コードが企業の外側からのアプローチであるのに対し、コーポレートガバナ

ンス･コードは企業の内側からアプローチする規範であり、両者が「車の両輪」として適切に相まって実

効的なコーポレートガバナンスが実現されることが期待される。 

 

 

語群 

1. 社外取締役 2. 守る企業 3. 対話 

4. 監査役会 5. 投資リターン 6. 執行役員 

7. 攻める企業 8. 調査 9. 経営改革 

10. 売上高 11. 監査役 12. 株主総会 

13. 投資 14. 取締役会 15. 利益 
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【第１１問】〈配点１０点〉 (解答番号は ６６ から ７５ ) 

次の文章はマーケティングの用語に関する説明である。最も適切な略語を下記の語群から選び、解答欄

にその番号をマークしなさい。 
 

 

 

 ６６ Ｗｅｂマーケティングにおける消費行動のプロセスに関する仮説のひとつで、消費者の購買を

「注意」「興味」「検索」「購買」「情報共有」のプロセスから成り立つとする理論のこと。 

 

 

 ６７ 企業価値のこと。会社が生み出す将来のフリーキャッシュフローを割引いた現在価値のことを

いう。 

 

 

 ６８ 広告の多様な形態をマーケティングの観点から統合化し，コミュニケーション効果を上げるこ

とを広告の目的とする考え方。 

 

 

 ６９ 顧客のニーズを充足することにより得られる顧客の満足。顧客へのサービスの個性化によって

競争企業との差別化を図ろうとするものをいう。 

 

 

 ７０ 顧客カードなどから集めた購買履歴を管理･分析し，販売促進につなげるもの。優良顧客に優

先的にサービスし，囲い込みをねらう。 

 

 

 ７１ 顧客との良好な関係づくりにより、自社の製品やサービスを愛用し続けてもらうようにする手

法のことをいう。 

 

 

 ７２ 一人の顧客が取引期間を通じて企業にもたらす利益(価値)のこと。 

 

 

 ７３ 健康と地球環境に配慮したライフスタイルのこと。 

 

 

 ７４ 売場で商品宣伝をする店頭広告こと。 

 

 

 ７５ 販売時点情報管理のこと。 

 

 

語群 

1. ＢＥＰ 2. ＣＲＭ 3. ＰＯＰ 4. ＣＳ 5. ＰＯＳ 

 6. ＡＩＳＡＳ  7. ＲＩＯ  8. ＩＭＣ  9. ＢＰＳ 10. ＬＯＨＡＳ 

11. ＤＩＯ 12. ＦＳＰ 13. ＥＶ 14. ＥＶＡ 15. ＬＴＶ 
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【第１２問】〈配点１０点〉 (解答番号は ７６ から ８０ ) 

次の文章は２０１３年(平成２５年)３月に経済産業省が作成した、「価値創造のためのダイバーシティ

経営に向けて（ガイドライン）」に関する事項である。最も関係の深い語句を下記の語群から選び、解

答欄にその番号をマークしなさい。 
 

 

 

「ダイバーシティ経営」とは、グローバル競争の激化や少子高齢化による内需の低迷等、厳しい環境

の中で企業が ７６ を確立するために、多様な人材の能力を最大限活かして価値創造につなげる人材

活用戦略である。この経営手法は、米国企業で導入されたもので、「人材の多様性への対応」とする理念

が取り入れられており、人種、性別、年齢、障害の有無や、価値観、宗教観等の違い、さらには非常勤

雇用、在宅勤務等 ７７ にかかわりなく、あらゆる人材の能力を活用することが企業価値を高めると

いう考え方が背景にある。 

この「ダイバーシティ経営」は、福利厚生やＣＳＲとしてではなく、あくまでも事業展開に不可欠な多様

な価値観を有する幅広い層の人材を確保し、その能力を最大限に発揮してもらうことにより、 ７８ の

創出、価値創造、自社の競争力強化等につなげるという経営戦略の一環として戦略的に進めることが重

要あり、これからの時代に企業が勝ち残るための、いわば「標準装備」であるとも言える。 

現在の日本では、子育て支援も不十分で、高齢化社会の到来による親の介護の問題などに加えてライ

フスタイル選択の多様性などもあり、 ７９ を両立することが難しくなってきているが、このままで

良いはずはない。いまや主要な小売企業の利益の源泉は海外に大きく依存しており、とりわけグローバ

ルに事業を展開している企業にとって、ダイバーシティの推進は必須の事項となってきている。また、

日本国内に目を向けても、少子高齢化の進展が一段と進み ８０ は深刻な問題になりつつある。外国

人や女性・高齢者の活用など、多様な人材の活用への取り組みは、ＳＣの経営戦略やダイバーシティ･マ

ネジメントの中核課題として位置づけられてきているのである。 

 

 

語群 

1. 雇用形態 2. 仕事と育児 3. ナレッジ 

4. 仕事と介護 5. イノベーション 6. 人材派遣 

7. 競争優位 8. 過疎化 9. 持続可能経営 

10. 労働条件 11. 市場占有率 12. 格差問題 

13. 知財 14. 人手不足 15. 仕事と生活 
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【第１３問】〈配点１０点〉 (解答番号は ８１ から ８５ ) 

次の文章は「ＲＯＥと世界標準と企業の稼ぐ力」に関する事項である。最も関係の深い語句を下記の語

群から選び、解答欄にその番号をマークしなさい。 
 

 

 

「日本再興戦略改訂２０１４」が公表され、新しい成長戦略として「日本の稼ぐ力を取り戻す」こと

を目的にコーポレートガバナンスを強化し、経営者マインドの変革と日本企業の「ＲＯＥ」向上を目指

すことが明確にされた。 

会社の ８１ を判断する指標として、欧米では早くから「ＲＯＥ」が重視されていたが、２００４

～２０１３年(平成１６～２５年)の暦年ベースで日本の企業の「ＲＯＥ」は６．８％であり、米国の１

６．０％や欧州の１５．４％と比較して低いことが指摘されている。最近、「ＲＯＥ」の注目度が高まっ

てきている背景には、海外投資家の投資選定基準としての「ＲＯＥ」の重要性がますます増してきてお

り、日本企業をグローバルに通用させるため、他国と遜色のない「ＲＯＥ」水準が求められ始めている

のである。 

「ＲＯＥ」とは、自己資本利益率のことで自己資本に対する当期純利益の割合のことである。企業が

事業活動に使用する ８２ は、株主が出資した自己資本と銀行からの借入金や社債による調達分等

の ８３ に分かれる。自己資本は資本金をはじめ法定準備金や ８４ 等の合計であるが株主の持ち

分でもある。「ＲＯＥ」は、企業が自己資本をどれだけ効率的に使用し、利益を上げたかを示す総合的な

指標で、企業の収益力を測る総合的な指標として活用されており、その特性から次のように分解できる。 

「ＲＯＥ」＝ ８５ ×総資産回転率×財務レバレッジ 

これを日米欧で比較すると、総資産回転率やレバレッジには大きな差はなく、 ８５ の低さによる

ことが大きく、すなわち「稼ぐ力」が長期･持続的に弱いことにあり、その改善が不可欠である。 

 

 

語群 

1. 総資産 2. 経営効率 3. 未処分利益 

4. 売上高営業利益率 5. 剰余金 6. 借入 

7. 人的効率 8. 売上高当期利益率 9. 時間効率 

10. 他人資本 11. 調達 12. 売上高粗利益率 

13. 負債 14. 繰越金 15. 総資本 
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【第１４問】〈配点１０点〉 (解答番号は ８６ から ９０ ) 

次の文章はＩＣＴマーケティングに関する説明である。最も適切な用語を下記の語群から選び、解答欄

にその番号をマークしなさい。 
 

 

 

 ８６ インターネット上で複数の商店のページを一つのサイトにまとめて、様々な品物を販売するウ

ェブサイトのこと。 

 

 

 ８７ 文字や音声、動画、静止画などの複数の媒体(メディア)を、コンピューターを使用して表現す

る技術、またはシステムのこと。それぞれの媒体を組み合わせて電子的に扱うことで、多彩な

表現を可能にする。 

 

 

 ８８ 実店舗やオンラインストアをはじめとするあらゆる販売チャネルや流通チャネルを統合する

こと。また、統合販売チャネルの構築によってどの販売チャネルからも同じように商品を購入

できる環境を実現すること。 

 

 

 ８９ 携帯可能な小型のコンピューターのことで、外出先からＰＨＳや携帯電話、公衆電話などを利

用してネットワークに接続し、オフィスや自宅のパソコンを操作すること。 

 

 

 ９０ 店舗とＥＣサイトなど複数のチャネルで顧客と接することで、サービスの内容はチャネル毎に

異なっており、チャネルは融合していない。 

 

 

 

語群 

1. インターネット 2. クロスチャネル 3. オムニチャネル 

4. マルチチャネル 5. Ｅ－コマース  6. マルチメディア 

 7. シングルチャネル  8. オンラインモール  9. モバイル 

10. オンラインショップ 

 

  



- 17 - 

 

【第１５問】〈配点１０点〉 (解答番号は ９１ から ９５ ) 

次の文章は食品等に関する法律の目的である。最も適切な法律名を下記の語群から選び、解答欄にその

番号をマークしなさい。 (注)一部の法律名に略称や通称が用いられていることがある。 
 

 

 

 ９１ この法律は、適正かつ合理的な農林物資の規格を制定し、これを普及させることによって、農

林物資の品質の改善、生産の合理化、取引の単純公正化及び使用又は消費の合理化を図るとと

もに、農林物資の品質に関する適正な表示を行なわせることによって一般消費者の選択に資し、

もつて公共の福祉の増進に寄与することを目的とする。 

 

 

 ９２ この法律は、食品循環資源の再生利用並びに食品廃棄物等の発生の抑制及び減量に関し基本的

な事項を定めるとともに、食品関連事業者による食品循環資源の再生利用を促進するための措

置を講ずることにより、食品に係る資源の有効な利用の確保及び食品に係る廃棄物の排出の抑

制を図るとともに、食品の製造等の事業の健全な発展を促進し、もって生活環境の保全及び国

民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。 

 

 

 ９３ この法律は、食品の安全性の確保に関し、基本理念及び施策の策定に係る基本方針等を定め、

並びに国、地方公共団体及び食品関連事業者の責務並びに消費者の役割を明らかにすることに

より、食品の安全性の確保を総合的に推進する。 

 

 

 ９４ この法律は、食品の製造過程において、食品に起因する衛生上の危害の発生の防止と適正な品

質の確保を図るため、その管理の高度化を促進する措置を講じ、もって公衆衛生の向上及び増

進に寄与するとともに、食品の製造又は加工の事業の健全な発展に資することを目的とする。 

 

 

 ９５ この法律は、食品の安全性の確保のために公衆衛生の見地から必要な規制その他の措置を講ず

ることにより、飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止し、もつて国民の健康の保護を図る

ことを目的とするもの。 

 

 

 

語群 

1. 薬事法 2. 食品衛生法 3. 食品リサイクル法 

4. 健康増進法 5. 米トレーサビリティ法  6. 食品安全基本法 

 7. ＨＡＣＣＰ手法支援法  8. 製造物責任法  9. 不正競争防止法 

10. ＪＡＳ法 

 


